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証券コード 7782
2025年３月12日

（電子提供措置の開始日2025年3月６日）
株 主 各 位

東京都文京区本郷一丁目28番34号
株 式 会 社 シ ン シ ア

代表取締役執行役員社長 中 村 研
第17回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第17回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに

「第17回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.sincere-vision.com

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類
/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。
議決権につきましては、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら電子提

供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2025年３月27日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますよ
うお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 2025年３月28日（金曜日）午前10時（受付開始午前９時30分）
２. 場 所 東京都中央区日本橋箱崎町42番１号

T-CATホール１階（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第17期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）事業報告、連結
計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第17期（2024年１月１日から2024年12月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

以 上
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【株主の皆様へのお願い】

◎本総会の運営スタッフは、検温を行い、体調を確認したうえで、応対をさせていただきます。
◎株主の皆様のマスク着用につきましては、ご自身にてご判断くださいますようお願い申しあげます。
◎体調不良と見受けられる株主の皆様には、運営スタッフがお声がけしてご入場をお断りする場合やご退出いた
だく場合がございます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

◎代理人によるご出席の場合は、委任状を議決権行使書用紙とともに会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。なお、代理人の資格は、当社の議決権を有する他の株主様1名に限らせていただきます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。

◎議決権の不統一行使を行う株主様は、株主総会の日の３日前までに、書面をもってその旨及び理由をご通知く
ださいますようお願い申しあげます。

◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び定款の規定に基づき、連結計算書類の「連結
株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」を記
載しておりませんので、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書
類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

◎株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産はご用意いたしておりません。何卒ご理解いただきますようお願い
申しあげます。
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、今後の事業展開等も勘
案して、以下のとおり第17期の期末配当をいたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金19円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は121,654,872円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年３月31日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名全員が任期満了と
なります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名の選任をお願いする
ものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏

ふ り が
名
な

当社における地位及び担当 属性

１ 中
なか

村
むら

研
けん

代表取締役執行役員社長 再任

２ 荒
あら

井
い

慎
しん

一
いち

取締役執行役員管理部長 再任
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候補者番号１ 略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

中
な か

村
む ら

研
け ん

（1973年１月10日生）

再任
所有する当社株式の数
267,400株
取締役会出席状況
25/25回

1997年10月 中央監査法人入所
2001年６月 公認会計士登録
2006年７月 ㈱キャピタルメディカ（現㈱ユカリア）入社
2008年９月 当社代表取締役社長
2010年６月 ㈱カラコンワークス代表取締役（現任）
2012年７月 Sincere Vision Co., Ltd. Director（現任）
2013年５月 新視野光學股份有限公司董事（現任）
2014年４月 SINCERE LENS SDN.BHD.Director
2014年５月 Sincere Vision（Thailand）Co.,Ltd.Director
2016年１月 当社代表取締役執行役員社長（現任）
2021年12月 ㈱ジェネリックコーポレーション代表取締役（現任）
2024年 3 月 ㈱タロスシステムズ代表取締役（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
長年にわたり当社の代表取締役を務め、経営に関する豊富な経験と高い見
識をもとに現在に至るまで強力なリーダーシップと決断力により、当社を
発展させてまいりました。当社の持続的成長と企業価値向上実現のため、
取締役として適任であると判断しました。
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候補者番号２ 略歴、当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

荒
あ ら

井
い

慎
し ん

一
い ち

（1968年５月14日生）

再任
所有する当社株式の数
16,800株
取締役会出席状況
25/25回

1991年４月 日本ディジタルイクイップメント㈱入社
2001年１月 永田会計事務所入所
2003年４月 ㈱ゼロン入社
2008年９月 ㈱ウトワ（現㈱メルシス）入社
2012年６月 当社入社
2013年６月 新視野光學股份有限公司監察人
2014年７月 当社管理部長
2016年１月 当社執行役員管理部長
2016年７月 当社取締役執行役員管理部長（現任）
2018年６月 新視野光學股份有限公司董事（現任）
2023年11月 ㈱タロスシステムズ監査役

＜取締役候補者とした理由＞
2014年から当社管理部長を務め、経理財務及び管理部門を統括する責任
者を務めるとともに、当社グループ会社を監督しています。同氏の幅広い
経験及び知見を当社経営に活かし当社グループの更なる成長及び企業価値
向上のため、取締役として適任であると判断しました。

（注）１．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の会社役員の状況に記載のとおりです。取締役候補者
の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以上
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事 業 報 告

（2024
2024

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、行動規制緩和により経済活動は正常化し、さらに

インバウンド需要の高まりも加わり、緩やかながら景気は回復基調の動きが見られました。
しかしながら、不安定な国際情勢による資源・エネルギー価格の高騰や為替変動による物価
上昇など、先行きは不透明な状況が継続しております。このような環境下、当社は、外部環
境の変化に対し耐性のある事業を推進することで収益の確保に注力いたしました。
コンタクトレンズ業界におきましては、急速な少子高齢化に伴う人口減少が進んでいるも

のの、1日使い捨てタイプコンタクトレンズへのニーズのシフトや、高機能新素材レンズの
普及により1人当たりの購入単価は上昇傾向にあります。また、スマートフォン等、デジタ
ル機器の普及により近視人口の急激な増加・若年化が進んでいます。さらに、カラーコンタ
クトレンズ市場の拡大等もあり、コンタクトレンズ市場は緩やかながら拡大しているものと
推測しております。このような環境の下、各メーカー間における価格、販路、広告戦略等々
の競争が激化していることに加え、市場のニーズから乱視用、遠近両用などの多機能レンズ
が発売されるなど、製品力強化の必要性も高まっており、当社もそれらに対応すべく販売
力、製品力強化に注力しております。コンサルティング事業については、事業運営委託を受
けた医療脱毛クリニックの業績も、価格競争など厳しい事業環境下ではありますが堅調に推
移いたしました。また、2023年12月期末より新たなセグメントとして加わったシステム事
業においては、2023年11月にM&Aにて獲得したリユース業界向けPOSシステムのリーデ
ィングカンパニーである株式会社タロスシステムズの業績を当連結会計年度の期首より連結
しております。
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このような状況下、M&Aの効果と、主軸のコンタクトレンズ事業が堅調に推移したこと
により、売上高は6,539,394千円（前連結会計年度比9.7％増）となりました。利益面で
は、一部製品の円建て仕入の実施や、為替予約により、期中における為替変動への耐性を強
化することで着実な利益確保に邁進しました。さらに、新セグメントのシステム事業におい
ても利益を創出し、営業利益は484,853千円（同28.6％増）、経常利益は468,254千円
（同4.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は301,747千円（同2.1％増）となりまし
た。

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。なお、前連結会計年度末より新た
に報告セグメントとして追加したシステム事業については、前年同期比較は行っておりませ
ん。

【コンタクトレンズ事業】
当社ブランド商品につきまして、クリアレンズは当社主力商品であるシリコーンハイドロ

ゲル素材コンタクトレンズ「シンシアワンデーＳ」が眼科医、ユーザーから高評価を得たこ
とから取扱店舗数も継続して伸長し、売上高は1,391,629千円（前連結会計年度比3.9％
増）となり、結果、クリアレンズの売上高は3,198,783千円（同2.9％増）となりました。
カラーレンズは、クリアレンズ同様、シリコーンハイドロゲル素材の「シンシアワンデーＳ
クレシェ」が336,916千円（同18.1％増）と大幅に増加したことに加えて、「シンシア２ウ
ィークＳクレシェ」の売上も好調に推移し708,135千円（同5.7％増）となりました。プラ
イベートブランド商品の売上高につきましては、カラーレンズは、346,730千円（同
47.1%減）と減少したものの、クリアレンズは、1,812,175千円（同24.3％増）と増加い
たしました。その結果、コンタクトレンズ事業の売上高は6,074,315千円（同2.9％増）と
なりました。セグメント利益は、628,997千円（同9.1％増）となりました。

【コンサルティング事業】
コンサルティング事業につきましては、2022年末に事業譲渡を受けた、医療法人緑風会

が運営する医療脱毛クリニックの運営管理サポートによるもので、売上高は60,000千円
（前連結会計年度は60,000千円）、セグメント利益は30,796千円（前連結会計年度比
102.8%増）となりました。
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【システム事業】
システム事業につきましては、今後、市場ニーズの高まりにより成長が見込まれるリユー

ス業界向けPOSシステムのリーディングカンパニーである、株式会社タロスシステムズの
株式51％を2023年11月に取得して連結子会社とし、2024年3月に同社株式の49％を追加
取得し完全子会社としております。「メルカリShop」、「駿河屋マーケットプレイス」など大
手EコマースプラットフォームとAPI連携、連携強化を果たすなどユーザー拡大に注力し、
売上高は405,078千円、セグメント利益は57,516千円となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額は54,521千円であり、その主なものは、コン

タクトレンズ事業における自動梱包機導入費用46,500千円であります。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度において、事業買収に必要な資金として株式会社みずほ銀行より

127,700千円を調達いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2024年3月29日付で、子会社である株式会社タロスシステムズの株式490株

（議決権所有割合49.0%）を取得し、完全子会社としております。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 14 期
（2021年12月期）

第 15 期
（2022年12月期）

第 16 期
（2023年12月期）

第 17 期
（当連結会計年度）
（2024年12月期）

売 上 高(千円) 4,557,183 5,585,661 5,961,475 6,539,394

経 常 利 益(千円) 113,888 112,877 446,839 468,254

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(千円) 83,934 66,074 295,470 301,747

１株当たり当期純利益 (円) 13.39 10.50 46.68 47.25

総 資 産(千円) 3,289,532 3,576,837 5,479,633 5,496,335

純 資 産(千円) 2,040,043 1,987,707 2,483,741 2,697,242

１株当たり純資産額 (円) 325.47 315.41 380.03 421.25
（注）当連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第16期に係る各数値

については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第 14 期
（2021年12月期）

第 15 期
（2022年12月期）

第 16 期
（2023年12月期）

第 17 期
（当事業年度）

（2024年12月期）

売 上 高(千円) 4,467,123 5,271,102 5,673,582 5,883,673

経 常 利 益(千円) 107,173 125,629 474,853 467,031

当 期 純 利 益(千円) 73,727 81,185 321,139 340,273

１株当たり当期純利益 (円) 11.76 12.90 50.73 53.28

総 資 産(千円) 3,161,781 3,490,064 5,214,028 5,354,317

純 資 産(千円) 1,977,774 1,942,770 2,397,340 2,727,625

１株当たり純資産額 (円) 315.54 308.28 377.96 426.00
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社に対する
議決権比率 当 社 と の 関 係

株 式 会 社 ユ カ リ ア 2,022,558千円 63.3％ 販売、仕入れ等の取引はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Sincere Vision Co., Ltd. 100,000HKD 100.0％ コンタクトレンズの卸販売

新視野光學股份有限公司 2,000,000TWD 100.0 コンタクトレンズの卸販売

株式会社カラコンワークス 9,900千円 100.0 コンタクトレンズの通信販売

株式会社ジェネリックコーポレーション 33,500千円 100.0 コンタクトレンズの通信販売

株式会社タロスシステムズ 10,000千円 100.0 パッケージシステムの設計、開発、
販売及び保守
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（4）対処すべき課題
当社グループは、対処すべき課題として以下の施策に取り組んでまいります。

① 商品開発力の強化
今後、日本国内の少子高齢化が進展することは確実であり、コンタクトレンズユーザー

の主要部分を占める若年層が減少することは否めず、コンタクトレンズメーカー各社の競
争が激化することが想定されます。
このような状況で競争力を高め、勝ち残っていくためには、新素材を活用した、より高

機能で良好な装用感を得られるコンタクトレンズの開発、細分化するニーズを着実に捉え
た商品スペック、デザインの整備が必要であります。
当社グループにとって、時代とともに変化する購買傾向に即した商品を開発し、販売す

ることは、コンタクトレンズの販売を行ううえで最も重視しなければならない課題であり
ます。当社グループは、消費者のニーズの的確な把握、商品開発における柔軟性の確保に
努めてまいります。

② 人材の確保
当社は高度管理医療機器であるコンタクトレンズ製造販売会社であり、かつ、最終消費

者の方々のニーズが目まぐるしく変化する美容という分野に属するカラーコンタクトレン
ズを扱い、経営戦略上、幅広い販売チャネル展開を実施しています。
当社にとって多種多様な優秀な人材の確保は、重要な経営課題であり、中長期的な企業

価値向上に向けては何よりも欠かせないものと考えております。今後も市況に鑑みなが
ら、採用活動を継続し、ニューノーマル時代を見据え、多彩な人材が多様な働き方を選択
できる人事制度や環境を整備していくことで、当社グループの持続的な成長を支える組織
体制の盤石化を図ってまいります。

③ 当社ブランド商品の認知度向上
「ひとみに、誠実に」の企業理念の下、更なる品質向上に努め、販売チャネルごとの販

促活動戦略により、当社ブランド商品の認知度向上を図ることが必要であると考えており
ます。当社ブランド商品の認知度向上は、お客様の当社ブランド商品への信頼性を高め、
大手企業と連携した事業展開を有利に進め、当社グループを支える優秀な人材確保に寄与
するものと考えております。今後も費用対効果を慎重に検討のうえ、広告宣伝活動及びプ
ロモーション活動の強化を図ってまいります。
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④ 海外事業展開の見直し
当社グループの更なる発展のためには海外売上高の伸長が不可欠であると考えておりま

す。当社は近年の中国をはじめとするアジア各国の経済成長に伴うコンタクトレンズ市場
の拡大を見込み、積極的に海外へ事業展開してまいりました。しかしながら、新型コロナ
ウイルスの世界的な感染拡大等の要因により当初の想定から大きく変化しております。
引き続き海外展開は必要と考えておりますが、今後は資金・人的リソースの配分を効率

的に行いながら、サービスの展開と収益力強化に努めてまいります。

⑤ 内部管理体制の強化
当社グループが外部環境の変化に対応しつつ持続的な成長を達成するためには、業務効

率の改善を図りつつも、内部管理体制の維持・強化が必要であると考えております。その
ために、グループ各社の経営陣の監督の下、業務フローの共通化やコンプライアンスの遵
守の徹底等により内部管理体制を強化するとともに、コーポレートガバナンス・コードに
沿った各種施策に取り組むことによりグループ経営体制を強化してまいります。

⑥ コンプライアンス経営体制の強化
当社は、コンプライアンス経営の重要性を認識しており、当社の継続的な成長や社会的

信用の構築に不可欠であると認識しております。そのため、役員及び社員は、常に倫理観
を持って行動するよう、定期的にコンプライアンスに関する研修を行っております。また
内部監査部門、監査等委員会、会計監査人との連携を強化し、内部統制の充実を図ること
がコンプライアンス強化につながると考え、連携強化を図っております。

⑦ 企業買収
当社は、成長戦略の一環としてＭ＆Ａによる事業の多様化を推進しております。当連結

会計年度においては、連結子会社である株式会社タロスシステムズの株式49％を取得し
完全子会社化いたしました。当社は、Ｍ＆Ａを検討する際には、当社事業とのシナジー、
事業戦略との整合性、買収後の収益性、買収プロセスの透明性、買収後の統合効果等に留
意し、今後も、Ｍ＆Ａによる一層の事業拡大を図ってまいります。
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（5）主要な事業内容（2024年12月31日現在）
当社グループは、以下の内容を主な事業としています。

事業部門 事業内容

コンタクトレンズ事業 製造、小売り販売店及び代理店（一次・二次）に対しての卸販売
並びに当該業務に附帯する業務

コンサルティング事業 各種コンサルティング業務及び当該業務に附帯する業務

システム事業 リユース業界向けパッケージシステムの設計、開発、販売及び保
守

（6）主要な営業所及び工場（2024年12月31日現在）
① 当社
東京都文京区で事業展開しております。

② 子会社
東京都文京区のほか、千葉県千葉市、香港（上環禧利街）、台湾（高雄市）で事業展開し
ております。

（7）使用人の状況（2024年12月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況
使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

55名 2名減
（注）使用人数には契約社員を含み、臨時従業員は含んでおりません。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

41名 1名減 44.3歳 8.5年
（注）使用人数には契約社員を含み、臨時従業員は含んでおりません。
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（8）主要な借入先の状況（2024年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 656,385千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 500,000千円

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 309,650千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 300,000千円

株 式 会 社 徳 島 大 正 銀 行 83,345千円

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 79,976千円

朝 日 信 用 金 庫 68,650千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 52,540千円
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２．会社の現況
（1）株式の状況（2024年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 24,000,000株
② 発行済株式の総数 6,862,200株
③ 株主数 4,754名
④ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ユ カ リ ア 4,050,000株 63.3％

中 村 研 267,400 4.2
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR
BNY GCM CLIENT ACCOUNTS
M LSCB RD

125,673 2.0

ａ ｕ カ ブ コ ム 証 券 株 式 会 社 90,300 1.4

萩 原 隼 人 73,000 1.1

相 原 輝 夫 71,500 1.1

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 62,930 1.0

安 部 孝 一 46,300 0.7

澁 澤 大 輔 40,600 0.6

増 田 明 彦 38,500 0.6
（注）１.当社は、自己株式を459,312株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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⑤ 当事業年度中に職務の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。
当社は、取締役（社外取締役を含む、監査等委員である取締役を除く。）を対象に当社の

企業価値の持続的な向上を図り株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として
インセンティブを与えるとともに、監査等委員である取締役を対象に当社の企業価値の毀
損の防止及び信用維持へのインセンティブを与えることを目的として、譲渡制限付株式報
酬制度を導入しております。

・取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計
区分 株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締
役及び社外取締役を除く。） 18,400株 2名

社外取締役（監査等委員である
取締役を除く。） 1,200株 1名

監査等委員である取締役 3,600株 3名

⑥ その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

（2）新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新

株予約権の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③ その他の新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
① 取締役の状況（2024年12月31日現在）
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 中 村 研

執行役員社長
㈱カラコンワークス代表取締役
Sincere Vision Co., Ltd. Director
新視野光學股份有限公司董事
㈱ジェネリックコーポレーション代表取締役
㈱タロスシステムズ代表取締役

取 締 役 荒 井 慎 一 執行役員管理部長
新視野光學股份有限公司董事

取 締 役 不 破 鉄 二
㈱ナチュラリ取締役
㈱D&Iインベストメント取締役
㈱トーキョー工務店取締役
㈱ドリームキャリア取締役

取 締 役
（常勤監査等委員） 中 本 義 人

取 締 役
（監 査 等 委 員） 小 川 宏 四谷外濠法律事務所パートナー

取 締 役
（監 査 等 委 員） 加 瀨 豊 加瀨公認会計士事務所所長

（注）１．取締役不破鉄二氏、取締役中本義人氏、取締役小川宏氏及び取締役加瀨豊氏は、社外取締役であり
ます。

２．監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、常勤の監査等委員を選定しております。
３．監査等委員加瀨豊氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
４．当社は、社外取締役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ております。
５．当社は執行役員制度を導入しております。取締役兼任者を除く2024年12月31日現在の執行役員は

以下のとおりであります。
会社における地位 氏 名 担 当

執 行 役 員 新 保 良 央 第一営業部長

執 行 役 員 近 藤 貴 子 薬務部長
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② 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役不破鉄二氏、取締役中本義人氏、取

締役小川宏氏及び取締役加瀨豊氏につきましては会社法第425条第１項に定める額として
おります。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との

間で締結し、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を当該保険契約により填補すること
としております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため
の措置として、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については補填の対象外とし
ております。なお、当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び当社子会社の取締役、取締
役（監査等委員）及び執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。

④ 取締役の報酬等
イ．取締役の個人別の報酬の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2024年３月28日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容
にかかる決定方針を決議しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の
個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締
役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の決定方針は次のとおりです。
１．基本方針

当社の取締役（社外取締役を含むが、監査等委員である取締役を除く。以下同
じ）の報酬は、固定報酬としての基本報酬及び非金銭報酬等としての株式報酬から
成るものとし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水
準とすることを基本方針とする。
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２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又
は条件の決定に関する方針を含む）
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、当社の業績、職務の内容、職

位及び成果、在任年数、従業員給与の水準等を総合的に勘案して決定するものとす
る。

３．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬を与える
時期又は条件の決定に関する方針を含む）
非金銭報酬等は、当社の企業価値の持続的な向上を図る報酬構成とするため、譲

渡制限付株式とする。譲渡制限付株式は対象取締役の職務執行開始日から1か月を
経過する日までになされる取締役会決議により付与し、その付与数は役位に応じて
決定する。また、譲渡制限期間は払込期日から当社の取締役の地位を退任するまで
とし、当社の取締役会が定める期間、継続して取締役の地位にあることを条件に譲
渡制限を解除する。

４．基本報酬の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合
の決定に関する方針
業績連動報酬等は支給せず、固定報酬のうち30%を上限に非金銭報酬等である譲

渡制限付株式として支給する。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
各取締役の基本報酬の額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がそ

の具体的内容の決定について委任を受けるものとし、代表取締役社長は、上記2.の
方針に従ってこれを決定する。各取締役の株式報酬については、代表取締役社長
は、上記3.の方針に従って各取締役の基本報酬の額及び役位に基づき割当株式数の
原案を作成する。取締役会は、原案に基づき協議のうえ、決定するものとする。
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ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

員数
基本報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く）
（う ち 社 外 取 締 役）

48,326千円
(911)

37,755千円
(450)

10,571千円
(461)

4名
(1)

取締役（監査等委員）
（う ち 社 外 取 締 役）

11,192
(11,192)

10,350
(10,350)

842
(842)

4
(4)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

59,518
(12,103)

48,105
(10,800)

11,413
(1,303)

8
(5)

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2022年３月30日開催の第14回定時株主総会におい

て年額100,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議しております。また、別枠
で、同株主総会において、取締役（監査等委員を除く。）に対して、譲渡制限付株式報酬額として年
額20,000千円以内（ただし、年40,000株を上限とする。）と決議いただいております。当該株主総
会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は２名です。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2022年３月30日開催の第14回定時株主総会において年額
50,000千円以内と決議しております。また、別枠で、同株主総会において、取締役（監査等委員）
に対して、譲渡制限付株式報酬額として年額10,000千円以内（ただし、年20,000株を上限とす
る。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名（う
ち社外取締役３名）です。

４．非金銭報酬等の内容は譲渡制限付株式報酬であり、当事業年度における費用計上額を記載しており
ます。

５．取締役会は、代表取締役執行役員社長中村研に対し各取締役の報酬等の額の決定を委任しておりま
す。委任した理由は、当社を取り巻く環境、経営状況等を最も熟知しており、適切に個人別の取締
役の報酬額等を決定できると判断しているためであります。
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⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役不破鉄二氏は、株式会社ナチュラリ、株式会社Ｄ＆Ｉインベストメント、株式
会社トーキョー工務店及び株式会社ドリームキャリアの取締役であります。当社と兼
職先である株式会社ナチュラリとの間には取引関係があります。

・取締役（監査等委員）小川宏氏は、四谷外濠法律事務所のパートナーであります。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）加瀨豊氏は、加瀨公認会計士事務所の所長であります。当社と
兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
主な活動状況等

取締役 不 破 鉄 二
当事業年度に開催された取締役会25回の全てに出席し、金融機関
における長年の経験、さらに、他社の取締役としての豊富な経
験・知識に基づき、適宜発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 中 本 義 人

当事業年度に開催された取締役会25回、監査等委員会13回の全て
に出席し、金融機関における長年の経験、さらに、他社の取締役
としての豊富な経験・知識に基づき、適宜発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 小 川 宏

取締役（監査等委員）就任後開催された取締役会19回、監査等委
員会10回の全てに出席し、弁護士としての豊富な経験と幅広い見
識に基づき、適宜発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 加 瀨 豊

当事業年度に開催された取締役会25回、監査等委員会13回の全て
に出席し、公認会計士としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、
適宜発言を行っております。
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（4）会計監査人の状況
① 名称 Mooreみらい監査法人
② 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額 23,000

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委

託しておりません。
④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認め
られる場合に、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況等を総合的に勘案し、必要と判断

した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
いたします。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制
イ．取締役は、会社経営に関する重要事項及び業務執行状況を取締役会に報告して情報の

共有化を図り、それに関する意見を交換することにより、取締役会による取締役の業
務執行の監督を充実させる。

ロ．取締役会は、取締役会規則に従い取締役会に付議された議案が十分審議される体制を
とり、会社の業務執行に関する意思決定が法令及び定款に適合することを確保する。

ハ．代表取締役は、法令若しくは取締役会から委任された会社の業務執行を行うととも
に、取締役会の決定、決議及び社内規程に従い業務を執行する。

ニ．取締役を含む役職員が、業務を執行するにあたり遵守すべき行動基準としてコンプラ
イアンス規程を制定する。

ホ．役職員に対して定期的にコンプライアンス研修を実施し、法令及び定款の遵守並びに
浸透を図る。

へ．役職員に対して、他社で発生した重大な不祥事・事故についても、速やかに周知する
ほか、必要な教育を実施する。

ト．「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に基づき市民社会の秩序や
安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度
で対応する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役の職務執行に係る文書、その他重要な情報については、法令及び文書管理規程

等社内規程に則り作成、保存、管理する。
ロ．情報の不正使用及び漏洩の防止のためのシステムを確立し、情報セキュリティ施策を

推進する。
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③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスク管理体制を体系的に定めるリスク管理規程を制定する。
ロ．リスク管理最高責任者及びリスク管理担当者は、リスクの予防に努めるほか、リスク

管理規程に基づき想定されるリスクに応じた有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊
急体制を整備する。

ハ．内部監査担当部署は、監査等委員会と連携して、各種リスクの管理状況の監査を実施
する。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌、職務権限規程において、そ

れぞれの分担を明確にして、職務の執行が効率的に行われることを確保する。
ロ．取締役会は、中期経営計画及び業績目標を設定し、代表取締役及び取締役がその達成

に向けて職務を遂行した成果である実績を管理する。
ハ．取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務の遂行状況につ

いて報告を行い、取締役の職務の執行について監視・監督を行う。また、職務の執行
が効率的に行われていることを補完するため、経営に関する重要事項について協議す
る経営会議を毎月１回以上開催する。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．使用人を含む役職員が、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動指針としてコンプラ

イアンス規程を制定する。
ロ．役職員に対して、定期的にコンプライアンス研修を実施し、法令及び定款の遵守並び

に浸透を図る。
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⑥ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制並びに子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

イ．当社の子会社の経営管理については、関係会社管理規程等に基づく報告のもと、その
業務遂行状況を把握し、管理を行うものとする。

ロ．当社グループの各子会社における監査は、各子会社監査役と当社内部監査担当部署が
連携し実施する。その結果を代表取締役及び監査等委員会に報告する。

ハ．当社は、親会社との間で、上場企業とその親会社としてのお互いの立場を尊重したう
えで企業グループとしての業務を適切に行い、その社会的責任を全うするために必要
に応じて、親会社に対し、当社の経営情報を提供し、また、親会社の内部監査担当部
署との連携も行う。

⑦ 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．監査等委員会の承認により、その職務を補助すべき使用人を求めた場合、当該使用人
の配置を検討するものとし、具体的な配置にあたっては、その具体的な内容（組織、
人数等）を調整し実施する。

ロ．当該使用人は、職務執行にあたっては取締役から独立した立場とし、監査等委員会の
指揮命令に基づき職務をする。

ハ．監査等委員会の職務を補助する使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分は、監査等委
員会の同意を得る。

⑧ 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受
けた者が当社の監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関
する体制

イ．取締役及び使用人は、取締役会等の重要な会議において随時、担当する業務の執行状
況について報告を行う。

ロ．取締役及び使用人は、監査等委員会の求めに応じて会社の業務の執行状況について報
告する。

ハ．取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したとき、又
は通報を受けたときは、速やかに監査等委員会に報告する。
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⑨ 当社の監査等委員会へ報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取り扱
いを受けないことを確保するための体制

当社の監査等委員会へ報告をしたものが報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受
けないことを確保するための体制を整備する。

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行に生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他
の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理等の請求をしたときは、速やかに当
該費用又は債務を処理する。

⑪ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見

交換を行う。
ロ．監査等委員会は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとと

もに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。
ハ．内部監査担当部署は、内部監査規程に則り監査が実施できる体制を整備し、監査等委

員会との相互連携を図る。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① コンプライアンスの徹底を図るため、コンプライアンス委員会が中心となり、コンプラ
イアンスの状況・問題等の把握及び報告、対応策の協議、並びに役職員への教育及び研
修を実施いたしました。

② 当社の子会社の事業運営状況は、適宜取締役会並びに代表取締役へ報告がなされてお
り、子会社の業務運営、経営管理の適正さを確保しております。

③ 内部監査担当者は、年度監査計画に基づき、当社並びに子会社の内部統制の整備・運用
状況をモニタリングし、その監査結果を代表取締役及び監査等委員会へ適宜報告をして
おります。

④ 監査等委員会は、監査等委員相互の情報交換を行うとともに、内部監査担当者から報告
を受け、業務について調査・監査を行いました。

⑤ 監査等委員会は、自ら監査を行うほか、会計監査人及び内部監査担当者と密な連携を図
り、情報交換を行うとともに、内部監査担当者にはその内部監査の結果の報告に関する
指示を行い、会計監査人には適宜その報告の説明を求め、会計に関する監査を行いまし
た。

４．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

ては、特に定めておりません。

５．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社の配当政策につきましては、連結配当性向40％を目途としており、今後の業績予想、

経営体質強化のために必要な内部留保の確保など総合的に勘案し、安定的な配当を行うことを
基本方針としております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
デ リ バ テ ィ ブ 債 権
外 国 為 替 差 入 証 拠 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 及 び 装 置
工 具、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産
デ リ バ テ ィ ブ 債 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,615,209
1,888,377

18,704
1,031,222
983,633
106,325
154,194
318,042
123,265
△8,556
881,126
69,197
21,735
41,323
6,139

649,073
416,131
232,941
162,855

2,189
113,759
53,497
△6,591

流 動 負 債 2,019,648
買 掛 金 241,478
短 期 借 入 金 1,150,000
1年内返済予定の長期借入金 217,952
未 払 法 人 税 等 80,360
契 約 負 債 53,550
賞 与 引 当 金 13,962
株 主 優 待 引 当 金 4,540
そ の 他 257,804

固 定 負 債 779,444
長 期 借 入 金 682,594
長 期 預 り 保 証 金 13,000
繰 延 税 金 負 債 83,850

負 債 合 計 2,799,092
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 2,537,161
資 本 金 273,422
資 本 剰 余 金 300,915
利 益 剰 余 金 2,244,249
自 己 株 式 △281,425

その他の包括利益累計額 160,081
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 181,975
為 替 換 算 調 整 勘 定 △21,894

純 資 産 合 計 2,697,242
資 産 合 計 5,496,335 負 債 純 資 産 合 計 5,496,335
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連 結 損 益 計 算 書

（2024
2024

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,539,394
売 上 原 価 4,442,460
売 上 総 利 益 2,096,934
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,612,080
営 業 利 益 484,853
営 業 外 収 益

受 取 利 息 10,013
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 2,815
そ の 他 3,678 16,507

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,905
為 替 差 損 11,239
そ の 他 4,961 33,106

経 常 利 益 468,254
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 468,254
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 166,080
法 人 税 等 調 整 額 △6,876 159,203
当 期 純 利 益 309,051
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 7,303
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 301,747
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連結株主資本等変動計算書

（2024
2024

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 273,422 317,193 2,031,300 △322,630 2,299,285
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △88,799 △88,799
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 301,747 301,747

自 己 株 式 の 処 分 △16,277 41,205 24,927
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― △16,277 212,948 41,205 237,875
当 期 末 残 高 273,422 300,915 2,244,249 △281,425 2,537,161

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 128,093 △16,904 111,188 73,267 2,483,741
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △88,799
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 301,747

自 己 株 式 の 処 分 24,927
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 53,882 △4,989 48,892 △73,267 △24,374

当 期 変 動 額 合 計 53,882 △4,989 48,892 △73,267 213,501
当 期 末 残 高 181,975 △21,894 160,081 ― 2,697,242
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 ５社
・連結子会社の名称 株式会社カラコンワークス

Sincere Vision Co., Ltd.
新視野光學股份有限公司
株式会社ジェネリックコーポレーション
株式会社タロスシステムズ

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社タロスシステムズの決算日は9月30日であります。連結計算書類の作成に当

たっては、連結決算日において仮決算を実施したうえで連結しております。
その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．デリバティブ 時価法を採用しております。
ロ．棚卸資産
・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
・貯蔵品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。
また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年〜50年
機械及び装置 12年
工具、器具及び備品 ４年〜20年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア（自社利用分）5年（社内における利用可能期間）
顧客関連資産 13年
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③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会
計年度負担額を計上しております。

ハ．株主優待引当金 株主優待に係る費用の発生に伴い、翌連結会計年度に支出すると見込ま
れる額を計上しております。

④ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
ております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．コンタクトレンズ事業
当社及び連結子会社は、コンタクトレンズの製造及び販売等を行っております。
当事業においては、顧客との販売契約に基づき、受注した商品を引き渡す義務を負っており、当該履行

義務を充足する時点は商品の引渡時であることから、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。た
だし、商品の国内販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。また、取引の対価は、義務の履行後、概ね５か
月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する場合がある。）しております。
なお、商品が返品された場合、当社は、当該商品の対価を返金する必要があります。この将来予想され

る返品部分に関しては、過去の実績に基づいた将来発生しうると考えられる予想返金額により算定し、販
売時に収益を認識せず、顧客への返金が見込まれる金額については、返金負債を計上しております。
また、センターフィー等の顧客に支払われる対価が生ずる場合、取引価格は、契約において顧客と約束

した対価から当該センターフィー等の見積額を控除した金額で算定しております。このセンターフィー等
の見積額は、あらかじめ契約などで決定していることが多いことから、当該契約に基づき算定しておりま
す。
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ロ．コンサルティング事業
当社は、医療脱毛クリニック運営に関するコンサルティング業務を提供しております。
当事業においては、顧客との業務委託契約に基づき、コンサルティング業務を提供する義務を負ってお

り、当該履行義務は、契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、時の経過に応じて履
行義務が充足されると判断しており、サービスを提供する期間にわたり収益を認識しております。また、
取引の対価は、義務の履行後、概ね１か月以内に受領しております。
ハ．システム事業
連結子会社は、リユース業界向けパッケージシステムの設計、開発、販売及び保守を行っております。
当事業においては、設計、開発、販売については顧客に引き渡した時点で履行義務が充足されると判断

しており、当該時点で収益を認識しております。保守については時の経過に応じて履行義務が充足される
と判断しており、サービスを提供する期間にわたり収益を認識しております。また、取引の対価は、義務
の履行後、概ね１か月以内に受領しております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引（商品輸入）
ハ．ヘッジ方針 「デリバティブ管理規程」に基づき金利変動リスク、為替相場の変動リ

スクを回避する目的で行っております。
ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が一致しており、ヘッジ開

始時及びその後も継続して相場変動等を相殺することができることを確
認しております。
また、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行っております。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、10年間で均等償却しております。

２．会計上の見積りに関する注記
１．棚卸資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
商品 983,633千円 （うち、当社の商品 976,255千円）
貯蔵品 106,325千円 （うち、当社の貯蔵品 106,325千円）
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループの棚卸資産は、主に当社が保有するコンタクトレンズ（商品）及びそのトライアル品

（貯蔵品）で構成されております。
棚卸資産の貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しております。具体

的には、収益性の低下の事実を反映するように、品目ごとに過去の販売実績及び使用期限をもとに将来
の販売見込数量を見積り、これを超過する棚卸資産を簿価の切下げの対象とすべき滞留在庫としており
ます。
棚卸資産の将来の販売見込数量の見積りは、景気動向や顧客ニーズの変化等の外部環境の変動によっ

て影響を受ける可能性があり、販売見込数量の見積りが想定を下回った場合、翌連結会計年度の連結計
算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．のれん及び顧客関連資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれん 416,131千円
その他（顧客関連資産） 217,602千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結貸借対照表に計上したのれんのうち383,675千円及びその他（顧客関連資産）は、株式会社タロ

スシステムズ株式の買収に係るものであります。株式取得時の超過収益力をのれんとして認識し、ま
た、既存顧客との継続的な取引関係により生み出すことが期待される将来キャッシュ・フローの現在価
値を顧客関連資産として認識しております。
のれん及び顧客関連資産の減損の兆候は、株式取得時における事業計画と実績との比較により判定

し、減損の兆候があると認められる場合には、割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比
較することによって、減損損失の記載の要否を判定します。
のれん及び顧客関連資産は、事業計画に基づく投資の回収期間における将来キャッシュ・フローの見

積りに依存しており、当該事業計画には新規店舗数及び解約店舗数といった主要な仮定を織り込んでお
ります。
事業計画における主要な仮定については、見積りが長期にわたるため不確実性を有しており、実際の

業績が見積りと異なる場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 62,357千円
(2) 保証債務
下記の法人の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
医療法人緑風会 79,150千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,862,200株
（2）剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配 当 額 （円） 基 準 日 効力発生日

2024年３月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 88,799 14 2023年12月31日 2024年３月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2025年３月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 121,654 19 2024年12月31日 2025年３月31日

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
普通株式 5,700株

５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達は銀行等金融機関からの借入

によっております。デリバティブ取引については、その取引金額を外貨建予定取引（商品輸入）の実需の
範囲内とする旨を「デリバティブ管理規程」で定めており、後述するリスクを回避するために利用し、投
機的な取引は行わない方針であります。
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② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。一部の外貨建てのもの

については、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内に
あります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。外貨建てのものについて

は、為替変動リスクに晒されております。
借入金は、主に運転資金及び事業買収のための資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建予定取引（商品輸入）に係る為替の変動リスクに対するヘッジ目的とした

為替予約取引であります。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価の方法等につ

いては、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 （3）会計方針
に関する事項 ⑥ 重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。
また、当社グループでは、会計上のヘッジ要件を満たさない外国為替証拠金取引を実施しております

が、これについても外貨建予定取引（商品輸入）に係る為替の変動リスクに対するヘッジ目的で行ってお
り、ヘッジ会計の適用対象となるデリバティブ取引と同様の管理体制を採用しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、「債権管理規程」に従い債権管理を行うこととし、主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングするとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を行うことにより、軽減を図っ
ております。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、
信用リスクはほとんどないと認識しております。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
外貨建予定取引（商品輸入）については、為替変動リスクに対して、原則として為替予約取引を利用し

てヘッジしております。為替予約取引等デリバティブ取引の取引金額は、「デリバティブ管理規程」にお
いて、外貨建予定取引の実需の範囲内とする旨が定められており、その取引実行管理については、取引権
限等を定めた社内規程に従っております。また、日次で実行残高、証拠金率及び損益状況等のモニタリン
グを実施しております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。また、「（２）金融商品の時価等に関する事項」
におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ
スクを示すものではありません。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
連結貸借対照表計上額

（千円） 時 価（ 千 円 ） 差 額（ 千 円 ）

長 期 借 入 金 （*2） 900,546 900,546 ー
負 債 計 900,546 900,546 ー

デリバティブ取引（*3） 267,954 267,954 ー
（*1）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「外国為替差入証拠金」「買掛金」「短期借入金」「未払法人税等」

については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること
から、記載を省略しております。

（*2）長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（ ）で示しております。

（注１）デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日におけ

る契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。
通貨関連

区分 デリバティブ取引の種類等 契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引
外国為替証拠金取引
買建
米ドル 151,574 ー 5,665 5,665

②ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契

約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。
通貨関連

ヘッジ会計の
方法 デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ

対象
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

原則的処理方法
為替予約取引
買建
米ドル

外貨建予定取引
1,560,000 780,000 262,288
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（注２）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年内
（千円）

１年超５年内
（千円）

５年超10年内
（千円）

１０年超
（千円）

受取手形 18,704 ー ー ー

売掛金 1,031,222 ー ー ー

（注３）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分 １年内
（千円）

１年超２年内
（千円）

２年超３年内
（千円）

３年超４年内
（千円）

４年超５年内
（千円）

5年超
（千円）

長期借入金 217,952 217,912 111,721 66,858 57,608 228,495

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引 ー 267,954 ー 267,954

資産計 ー 267,954 ー 267,954
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②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ー 900,546 ー 900,546

負債計 ー 900,546 ー 900,546
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期借入金
長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大
きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって
おり、レベル２に分類しております。

デリバティブ取引
外国為替証拠金取引契約を締結している会社や取引先金融機関から提示された価格によっており、レベル
２の時価に分類しております。

６．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合計コンタクトレン
ズ事業

コンサルティン
グ事業 システム事業

コンタクトレンズ
当社ブランド
クリアレンズ 3,198,783 ― ― 3,198,783
カラーレンズ 708,135 ― ― 708,135

プライベートブランド
クリアレンズ 1,812,175 ― ― 1,812,175
カラーレンズ 346,730 ― ― 346,730

その他 8,490 ― ― 8,490
コンサルティング ― 60,000 ― 60,000
システム ― ― 405,078 405,078
顧客との契約から生じる収益 6,074,315 60,000 405,078 6,539,394
外部顧客への売上高 6,074,315 60,000 405,078 6,539,394
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（３）会計方針に関する事項⑤

重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 1,096,944 1,049,926
契約負債 74,699 53,550
契約負債は、主としてコンタクトレンズ事業において顧客から受け取った前受金に関連するものでありま

す。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。また、当連結会計年度において契約負債が21,148千
円減少した理由は、前受金の減少によるものであります。
（2）残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が1年以内の契約のため、記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 421円25銭
（2）１株当たり当期純利益 47円25銭

８．企業結合等に関する注記
（子会社株式の追加取得）
当社は、2024年2月28日に連結子会社である株式会社タロスシステムズの株式全てを当社に売却できる権

利（プットオプション）を行使する旨の通知を当該株主より受領し、2024年3月29日に当該株主が保有する
株式会社タロスシステムズの株式全て（49％）を追加取得いたしました。

(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：株式会社タロスシステムズ
事業の内容 ：リユース業界向けパッケージシステムの設計、開発、販売及び保守

② 企業結合日
2024年3月29日

③ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得
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④ 結合後の企業の名称
変更はありません。

⑤ 取得した議決権比率
企業結合直前に所有していた議決権比率 51％
企業結合日に追加取得した議決権比率 49％
取得後の議決権比率 100％

(2) 実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日）に基づき、2023年
11月30日に実施した株式会社タロスシステムズ株式の取得と一体の取引として取り扱い、支配獲得後に追加
取得した持分に係るのれんについては、支配獲得時にのれんが計上されたものとして算定しております。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 367,010千円
取得原価 367,010千円

(4) 主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用 13,244千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
286,439千円

② 発生原因
今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

(企業結合に係る暫定的な会計処理の確定)
2023年11月30日（みなし取得日 2023年12月31日）に行われた株式会社タロスシステムズとの企業結

合について、前連結会計年度末において暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定して
おります。
この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、無形固定資

産のその他（顧客関連資産）に235,736千円、固定負債の繰延税金負債に79,560千円が配分された結果、暫
定的に算定されたのれんの金額は296,042千円から156,175千円減少し、139,867千円となっております。
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貸 借 対 照 表
（2024年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
デ リ バ テ ィ ブ 債 権
外 国 為 替 差 入 証 拠 金
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 及 び 装 置
工 具、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
デ リ バ テ ィ ブ 債 権
破 産 更 生 債 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,305,802
1,640,753

18,704
981,255
976,255
106,325
29,550

154,194
318,042
88,035
82,327

△89,642
1,048,515
68,769
21,735
41,323
5,711
42,332
32,456
9,876

937,413
780,734
113,759

79
42,918

△79

流 動 負 債 1,921,015
買 掛 金 206,901
短 期 借 入 金 1,150,000
1年内返済予定の長期借入金 217,952
未 払 金 120,007
未 払 費 用 13,223
未 払 法 人 税 等 69,561
契 約 負 債 51,385
預 り 金 3,363
賞 与 引 当 金 12,540
株 主 優 待 引 当 金 4,540
そ の 他 71,539

固 定 負 債 705,676
長 期 借 入 金 682,594
長 期 預 り 保 証 金 13,000
繰 延 税 金 負 債 10,082

負 債 合 計 2,626,691
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 2,545,650
資 本 金 273,422
資 本 剰 余 金 300,915
資 本 準 備 金 173,422
そ の 他 資 本 剰 余 金 127,492

利 益 剰 余 金 2,252,737
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,252,737
繰 越 利 益 剰 余 金 2,252,737

自 己 株 式 △281,425
評 価 ・ 換 算 差 額 等 181,975
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 181,975

純 資 産 合 計 2,727,625
資 産 合 計 5,354,317 負 債 純 資 産 合 計 5,354,317
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損 益 計 算 書

（2024
2024

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,883,673
売 上 原 価 4,198,906
売 上 総 利 益 1,684,767
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,259,544
営 業 利 益 425,222
営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,848
受 取 配 当 金 55,000
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 2,815
業 務 受 託 手 数 料 11,455
そ の 他 474 79,593

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,905
為 替 差 損 14,657
そ の 他 6,221 37,785

経 常 利 益 467,031
税 引 前 当 期 純 利 益 467,031
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 125,397
法 人 税 等 調 整 額 1,360 126,757
当 期 純 利 益 340,273

2025年02月21日 14時51分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



― 45 ―

株主資本等変動計算書

（2024
2024

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 273,422 173,422 143,770 317,193 2,001,262 2,001,262 △322,630 2,269,247
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △88,799 △88,799 △88,799
当 期 純 利 益 340,273 340,273 340,273
自 己 株 式 の 処 分 △16,277 △16,277 41,205 24,927
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △16,277 △16,277 251,474 251,474 41,205 276,402
当 期 末 残 高 273,422 173,422 127,492 300,915 2,252,737 2,252,737 △281,425 2,545,650

評価・換算差額等
純 資 産 合 計

繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 128,093 128,093 2,397,340
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △88,799
当 期 純 利 益 340,273
自 己 株 式 の 処 分 24,927
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 53,882 53,882 53,882

当 期 変 動 額 合 計 53,882 53,882 330,285
当 期 末 残 高 181,975 181,975 2,727,625
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
・子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ 時価法を採用しております。
③ 棚卸資産
・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。
・貯蔵品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年〜50年
機械及び装置 12年
工具、器具及び備品 ４年〜20年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
のれん 10年
ソフトウェア（自社利用分） 5年（社内における利用可能期間）

（3）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
（4）引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年
度負担額を計上しております。

ハ．株主優待引当金 株主優待に係る費用の発生に伴い、翌事業年度に支出すると見込まれる
額を計上しております。
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（5）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．コンタクトレンズ事業
当社は、コンタクトレンズの製造及び販売等を行っております。
当事業においては、顧客との販売契約に基づき、受注した商品を引き渡す義務を負っており、当該履行

義務を充足する時点は商品の引渡時であることから、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。た
だし、商品の国内販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。また、取引の対価は、義務の履行後、概ね５か
月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する場合がある。）しております。
なお、商品が返品された場合、当社は、当該商品の対価を返金する必要があります。この将来予想され

る返品部分に関しては、過去の実績に基づいた将来発生しうると考えられる予想返金額により算定し、販
売時に収益を認識せず、顧客への返金が見込まれる金額については、返金負債を計上しております。
また、センターフィー等の顧客に支払われる対価が生ずる場合、取引価格は、契約において顧客と約束

した対価から当該センターフィー等の見積額を控除した金額で算定しております。このセンターフィー等
の見積額は、あらかじめ契約などで決定していることが多いことから、当該契約に基づき算定しておりま
す。
ロ．コンサルティング事業
当社は、医療脱毛クリニック運営に関するコンサルティング業務を提供しております。
当事業においては、顧客との業務委託契約に基づき、コンサルティング業務を提供する義務を負ってお

り、当該履行義務は、契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、時の経過に応じて履
行義務が充足されると判断しており、サービスを提供する期間にわたり収益を認識しております。また、
取引の対価は、義務の履行後、概ね１か月以内に受領しております。

（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引（商品輸入）
③ ヘッジ方針 「デリバティブ管理規程」に基づき金利変動リスク、為替相場の変動リ

スクを回避する目的で行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が一致しており、ヘッジ開

始時及びその後も継続して相場変動を相殺することができることを確認
しております。
また、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行っております。
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２．会計上の見積りに関する注記
１．棚卸資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
商品 976,255千円
貯蔵品 106,325千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注

記を省略しております。

２．関係会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 780,734千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
貸借対照表に計上した関係会社株式のうち769,787千円は株式会社タロスシステムズの株式でありま

す。同社株式の減損処理の要否は、帳簿価額と超過収益力を反映した実質価額とを比較することによっ
て判定しており、実質価額が帳簿価額に比べて著しく下落した場合には、回復可能性が十分な証拠によ
って裏付けられる場合を除いて、相当の減額を行うこととしております。
同社株式の実質価額に含まれる超過収益力の評価は、将来の事業計画に基づいており、当該事業計画

には新規店舗数及び解約店舗数といった主要な仮定を織り込んでおります。
事業計画における主要な仮定については、見積りが長期にわたるため不確実性を有しており、実際の

業績が見積りと異なる場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 62,357千円
（2）保証債務

下記の法人の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
医療法人緑風会 79,150千円

（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
① 短期金銭債権 34,618千円
② 短期金銭債務 773千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 200,454千円

営業取引以外の取引高 66,455千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び総数
普通株式 459,312株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 27,448千円
賞与引当金 3,839千円
株主優待引当金 1,390千円
未払事業税 4,379千円
未払法定福利費 2,352千円
商品 7,734千円
返金負債 21,905千円
未払賞与 11,504千円
資産調整勘定 10,554千円
子会社株式 2,450千円
承認関係手数料 459千円
株式報酬費用 11,399千円
その他 2,745千円

繰延税金資産小計 108,164千円
評価性引当額 △31,816千円

繰延税金資産合計 76,348千円
繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 △80,312千円
返品資産 △6,118千円

繰延税金負債合計 △86,431千円
繰延税金負債純額 △10,082千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社 新 視 野 光 學
股 份 有 限 公 司

所有
直接 100％

資金の援助
役員の兼任

資 金 の 返 済
（注）１ ―

関 係 会 社
短 期 貸 付 金
（注）２

66,674

利 息 の 受 取
（注）１ ― 未 収 利 息

（注）２ 2,284

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１.資金の貸付については、市場金利及び子会社の調達金利を勘案して決定しております。

２.関係会社短期貸付金について66,674千円、未収利息について2,284千円それぞれ貸倒引当金を設定し
ております。なお、当事業年度において700千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結計算書類「連結注記表６．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して

おります。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 426円00銭
（2）１株当たり当期純利益 53円28銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年２月21日

株式会社シンシア
取締役会 御中

Mooreみらい監査法人

東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 優
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 出 嘉 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社シンシアの2024年１月１日から2024年

12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社シンシア及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年２月21日
株式会社シンシア
取締役会 御中

Mooreみらい監査法人

東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 優
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 出 嘉 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社シンシアの2024年１月１日から

2024年12月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年1月1日から2024年12月31日までの第17期事業年度における取締役の職務の
執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並び

に当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で
監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針・計画、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、また、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131号各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人Mooreみらい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(３) 連結計算書類の監査結果

会計監査人Mooreみらい監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年２月21日
株式会社シンシア 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 中 本 義 人 ㊞
監 査 等 委 員 小 川 宏 ㊞
監 査 等 委 員 加 瀨 豊 ㊞

（注）常勤監査等委員中本義人、監査等委員小川宏及び加瀨豊は、会社法第2条第15号及び第331条第6
項に規定する社外取締役であります。

以 上
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東京シティエアターミナル

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都中央区日本橋箱崎町42番１号
T-CATホール１階

交通 地下鉄半蔵門線水天宮前駅 1a出口より直結
地下鉄日比谷線人形町駅 A1出口より徒歩約５分
地下鉄都営浅草線人形町駅 A3・A5出口より徒歩約７分
地下鉄都営新宿線浜町駅 A2出口より徒歩約10分
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